
JPRU06-001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究レポート 

「人口の視点からみる上越市の現状と将来」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 3 月 

上越市創造行政研究所 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



はじめに 

 

「人」は地域社会の活力を左右する重要な要素である。社会の成熟化を迎えた現在、より安全・

安心で利便性の高い暮らしへのニーズが高まるなか、今後の経済や社会を活性化するキーワード

も知力や知恵といったソフト的な資源を重視する傾向が強まっている。こうした知力・知恵・情

報が発展の資源となる「知識社会」に移行しつつあるなかで、そうした資源を生み出す源泉とし

て人の存在がますます重要となり、ひいては地域の命運を決定付ける要因の一つとなっている。 

 

そのような状況の中、上越市では平成 10 年以降少子・高齢化による自然減と、東京一極集中が

強まったことなどによる社会減が同時に進行し、人口減少傾向が続いている。特に地域経済を支

える労働力人口（15～64 歳）の減少が著しい。さらに平成 17 年以降の 10 年間に、約 5 千～1 万

1 千人の人口が減少すると推計されており、地域を支える人材基盤の弱体化による地域経済の衰

退が懸念される。人口減少社会に突入することによって今後、社会経済の構造は大きく転換して

いくと考えられ、上越市はこれまで以上に厳しい状況に直面している。 

また上越市の人口を地区別にみると、土地利用のあり方などまちの構造が変化し、人口が増加

したり一定の人口を保ったりしている地区がある一方、過疎化が進行しているところもあり、地

区間の格差が顕在化している。その背景のひとつに、合併前に行われてきた住宅造成事業等の定

住促進政策がある。また、近年（平成 12～16 年）の新たな動きとして、合併前上越市から隣接

する区への人口移動が目立つ。合併して一つの市となった今、このような市内における人口動態

を特定の地区の問題としてではなく、市全体の問題として捉える必要がある。 

 

上越市は平成 17 年 1 月に 14 市町村が合併したことを受け、現在新たなまちの羅針盤となる「第

5 次総合計画」の改定作業を行っている。合併後の新たなまちづくりは、社会経済情勢が大きく

変化している中で進めていかなければならない。上越市が活力あるオンリーワンの地域となるに

は、上越市の現状把握と分析、それに基づく政策立案を積極的に行うことが重要となる。 

それには、職員一人一人が上越市の現状を的確に理解し、中・長期的な視点で広域化した上越

市の将来のあるべき姿を検討していく必要がある。その際、議論の土台となる基礎的な情報を行



政内で共有化することが不可欠であり、そのことはより活発な議論を生むとともに、最適な政策

立案につながる。 

そこで本レポートは、人口の視点から上越市の現状と将来を分析した。本レポートが第 5 次総

合計画の改定をはじめとする様々な政策立案の基礎資料として活用されることを希望する。 

 

平成 19 年 3月  上越市創造行政研究所 
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《研 究 概 要》 

 

 

１ 事業名 

調査研究事業「地域の現状分析」 

 

２ 趣 旨 

調査研究事業「地域の現状分析」において得られた研究成果の一部を「研究ノート」

として発行し、職員等に配布した。それらは、将来人口を推計するための基となるデー

タとして、また第 5次総合計画改定の基礎資料としても活用されている。 

本レポートは、それらにこれまでの調査研究で得られたデータを加えて再編集し、「地

域の現状分析」のうち人口に関するものをまとめ、発行したものである。 

 

３ 本レポートの概要 
研究ノート No.1～No.5 を基にレポートとして再編成し、新たな分析・考察を加えた。 

 

（参考）テーマ：人口（人口の視点からみる上越市の現状と将来） 

 分  野 タイトル 

研究ノートNo.1 人口全体 年齢別の人口割合からみる上越市の特徴 

研究ノートNo.2 社会動態（市外） 上越市の社会動態 

研究ノートNo.3 社会動態（市内） 上越市における人口の社会動態 

研究ノートNo.4 各地区の人口 上越市における地区別人口の変化 

研究ノートNo.5 労働力人口 上越市における労働力人口の変化 

研究レポート まとめ 人口の視点からみる上越市の現状と将来 

 

 

４ 実施期間 
平成 18 年 10 月～平成 19 年 3月（6か月間） 

 

５ 担 当 

主任：研究員 植木千恵 

副任：主 任 渡来美香 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 部  本 編                          



 

 

 



 

 - 3 - 

 

 

• 人口は地域の力を表す最も基本的な指標である。このため、人口が減少することは、地

域の経済や社会に様々な影響を及ぼすことになる。上越市では長期間、人口減少傾向が

続いてきた。他方で我が国全体の人口も平成 17 年をピークに減少に転じていくと推計

されており、上越市の人口を取り巻く環境は厳しさを増している。合併後の上越市の新

たなまちづくりは、こうした現状を踏まえ、切り開いていかなくてはならない。 

• 本レポートでは、人口増減を決定する自然動態と社会動態について、第一に上越市全体

の視点から概観し、第二に各地区の人口増減について分析する。以上を通じて今後のま

ちづくりを検討するための基礎資料を整理し、上越市が抱えている課題を人口の視点か

ら明確化する。 

 

 

◆一般的に人口が減少することによって経済面、社会面で様々 な影響が懸念されるといわれている 

 

図表 1：人口減少による影響 

（注）厚生労働白書などをもとに作成
（出所）上越市創造行政研究所「ニュースレターNo.10　人口減少社会の到来」
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①労働力
の変化

②経済成
長の制約
の恐れ

○労働力の減少
　・賃金（労働コスト）の上昇
　・労働力不足を背景とする高齢者や女性、外国人による労働力確保
○労働力の高齢化
　・職業間、地域間、企業間の労働力の流動性が低下。この結果、構造変化が進みにくく、経済成長の制約が懸念

③社会保障
（現役世代の
負担の増加）

○労働力の減少による供給力の減退
○若者市場の縮小
　・学生・生徒の交通需要の減少、幼稚園や大学の冬の時代、産婦人科や小児科の減少など

○年金支出や医療保険支出の増加
○国民負担率（社会保険料など）の増加に伴う手取り所得の減少
○行政における公的債務の過大化

○シルバー市場、余暇市場が拡大
　・また、子ども市場の拡大、消費者像の変化、観光事業による「交流人口」の拡大の動きなども表れつつある

個人や家族に
おける変化

社会全体にお
ける変化

①家族の形態の変化による
　 家族概念の変化

②子どもの健全な成長への
   影響

③価値観・生活スタイルの
   変化

④社会の分散化と基礎的な
住民サービス提供への影響

⑤環境負荷の低減

○単身世帯の増加、未成年の子どものいる世帯の割合の減少
　  ・社会の基礎単位「家族」の変化

○子ども同士の交流機会の減少
 　・子どもの社会性の減退により健やかな成長に影響も

○競争の緩和と変質（受験戦争の緩和など）
○ゆとりの増加
　  ・１人当たり居住面積の拡大、住宅・土地問題や交通混雑など過密に伴う
       問題の改善、余暇時間の増加

○中山間地等における過疎化の進行により、
   国土資源管理等の役割が維持できなくなる恐れ

○交通混雑の緩和などに伴う環境負荷の低減

④市場の
変化

 

 

１ 上越市の人口の全体像 
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◆明治24（1891）年～平成17（2005）年の人口の推移をみると、上越市の人口減少は昭和20（1945）年から

続いている 

図表 2：上越市の人口の長期的推移 
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*1891（明治24）年上越市・各地区は旧陸軍省（「徴発物件一覧表」（M24））、全国・新潟県は総務省による  　 **国勢調査開始年　(出所）左記資料に基づき上越市創造行政研究所作成

明治期の新潟県の
人口は全国一

昔は１３区のほうが合併前上
越市より人口が多かった

高度経済成長期に人口が並ぶ

新潟県　（万人）

上越市　(千人）

合併前上越市　(千人）

13区　(千人）

 
 

◆昭和 46（1971）年～平成 17（2005）年の上越市の人口動態をみると、自然動態は減少し続けたものの、

平成 13（2001）年までは自然増であった。しかし、その後自然減へと転じている。また、社会動態は平成

10（1998）年以降減少傾向にある 

◆上越市の人口は、自然動態よりも社会動態による影響が大きい 

図表 3：上越市の人口動態 
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(注）各年データの対象期間は、前年10月1日～当年9月30日までの1年間

(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆昭和55（1980）年～平成17（2005）年の上越市の人口構造の推移をみると、平成7（1995）年以降、老年

人口（65歳以上）と年少人口（0～14歳）が逆転している 

図表 4：上越市の 3区分人口の推移 
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(出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆大正9（1920）年～平成67（2055）年の全国の人口の推移（推計値も含む）をみると、平成12（2000）年に

老年人口と年少人口が逆転し、平成17（2005）年をピークに人口減少社会に突入 

図表 5：全国の 3区分人口の推移 
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(出所）実績値：総務省「国勢調査」(大正9年～平成17年）、
          将来推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（H18.12推計　中位推計）」

(千人）

実績値　　　　　将来推計値

１９２０年
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(最初の国勢調査実施）
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(人口のピーク）
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• 人口は、自然動態（出生・死亡）と社会動態（転入・転出）によって変化する。上越市

はともに減少傾向が続いている。 

 

（１） 自然動態 －生まれる人が減り、死亡する人が増加－ 

• 上越市の自然動態をみると、生まれる人は減少し、死亡する人は高齢化により増加し

ている。この死亡が出生を上回る現象は全国よりも早い時期から始まった。 

• 出生数減少の背景には、再生産可能な女子人口の減少に加え、未婚化・晩婚化の進行、

一夫婦あたりの出生数の減少などがある。今後、出生数が減り続ければ人口の再生産

を担う女子人口も減るため、さらに次の世代が生まれない縮小構造に陥ることとなる。 

• また、死亡数の増加割合は全国よりも高く、その背景には高齢化の進行がある。今後、

団塊世代の加齢などにより急速に高齢化が進行すると予想される。 

• 出生数が減少した背景を考えると、その回復のためには社会全体での総合的な対応が

必要であり、このことは、同時に高齢社会に対応した住みよいまちづくりを行うこと

にもつながる。今後、上越市は「人」や「暮らし」などに起点を置きながら、それら

を充実させるために欠かせない自然環境や食、教育など上越市固有の資源を活用した

発展を目指すことがポイントになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 上越市の人口の増減 
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①出生と死亡 

◆昭和 46（1971）年～平成 17（2005）年の自然動態をみると、上越市は生まれる人が減少する一方で、死

亡する人が増加したことにより、平成14（2002）年以降、自然減が続いている。 

◆全国的には平成17年に初めて自然減になった 

 

図表 6：上越市の自然動態（出生と死亡） 
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(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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図表 7：全国の自然動態（出生と死亡） 
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(注）昭和47年以前は沖縄県を含まない。
(出所）厚生労働省「人口動態統計」(昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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②出生数が減少している背景 

◆平成元（1989）年～平成 17（2005）年の合計特殊出生率をみると、上越市は全国や新潟県よりも高い

が、年々 低下傾向にある 

図表 8：合計特殊出生率と出生数の推移 

 

1,732
1,800

1,772
1,884

1.86 1.84
1.79

1.74
1.69

1.84

1.75
1.68 1.68

1.78
1.72

1.67
1.62

1.55
1.611.74

1.69

1.54
1.48

1.57 1.54 1.53 1.50
1.46

1.50

1.42 1.43
1.39 1.38

1.34 1.36
1.33

1.47

1.50 1.611.52
1.50

1.34
1.341.34

1.38
1.45

1.511.54
1.581.59

1.69
1.651.67

1.71

1.32 1.29 1.29 1.26

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

H 1
（1989）

2
（1990）

3
（1991）

4
（1992）

5
（1993）

6
（1994）

7
（1995）

8
（1996）

9
（1997）

10
（1998）

11
（1999）

12
（2000）

13
（2001）

14
（2002）

15
（2003）

16
（2004）

17
（2005）

年

合計特殊出生率(人）

上越市の
出生数（人）

全国

新潟県

合併前上越市

上越市

※合計特殊出生率＝15～49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの
（出所）H1～H16は上越市こども福祉課資料、H17は新潟県人口動態統計に基づき上越市創造行政研究所作成  

 

 

◆昭和44（1980）年～平成17（2005）年の上越市の出生数及び年少人口（0～14歳）は、減少傾向にある 

図表 9：上越市の出生数及び年少人口の推移 
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(出所）年少人口：総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）、
　　　　出生数：新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆内閣府「平成16 年版少子化社会白書」によると、少子化の原因として、一般的に未婚化の進展、晩婚

化の進展、一夫婦あたりの出生数の減少などがあげられている 

◆昭和55（1980）年から上越市の15歳以上の未婚率をみると、上昇傾向にある 

図表 10：上越市の未婚率 

20.2
21.0 21.6

23.2
24.0

23.3

14.3 14.6
15.4

16.3 16.7 16.0

24.9% 25.5% 26.1%
27.2% 27.8% 27.5%

16.5% 16.5%
17.2% 17.9% 17.9% 17.4%

5

10

15

20

25

30

35

40

昭和55年（1980） 昭和60年（1985） 平成2年（1990） 平成7年（1995） 平成12年（2000） 平成17年（2005）
(注）未婚：まだ結婚したことない人（死別、離別は含まない）
（出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆全国の完結出生児数（夫婦の最終的な出生子ども数）は、昭和47（1972）年以降およそ30年間にわた

って同水準で安定していたが、平成 17（2005）年は減少した。この傾向が続くとするとすれば、子どもを

生み育てる世代の減少も加わり出生数の減少は加速することも考えられる 

図表 11：全国の完結出生児数の推移 
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(出所）国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査　夫婦調査結果概
要」(平成17年6月)に基づき上越市創造行政研究所作成

(人）

横ばいから減少傾向へ

1980年代後半以降に
結婚した夫婦で減少

 
 



 

 - 10 - 

◆昭和40（1965）年～平成17（2005）年の上越市の女子人口の推移をみると、一般的に出産する人の割

合が高い20～39歳の女子人口が減少し続けている 

図表 12：上越市の 20～39 歳女子人口の推移 
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(出所）新潟県「新潟県推計人口」（昭和40年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆上越市は、団塊ジュニア世代（昭和46年～49年生）より若い世代には大きな女子人口の塊は無い。団塊

ジュニア世代の加齢により、出生数が減り続ければ、人口の再生産を担う女子人口の減少につながり、

縮小構造になる恐れがある 

図表 13：上越市の 0～49歳女子人口の推移 
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平成7年(1995）
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平成17年(2005)

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48

(歳）

(千人）

20～39歳女子人口
22.6千人

団塊ジュニア世代

 

(出所)新潟県「新潟県推計人口」（昭和40年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成 
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③死亡者数が増加している背景 

◆昭和46（1972）年～平成17（2005）年の死亡者数の増減をみると、上越市の死亡者数は平成3（1991）年

以降増加傾向が続いている 

図表 14：死亡者数の推移（前 5年間との比較） 
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(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和46年～平成17年）、
厚生労働省「人口動態調査」（昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆上越市の死亡者数の増加の背景には高齢化の進行がある。特に医療・福祉サービスの需要が高い後期

高齢者（75歳以上）の人口増加が続いており、平成17（2005）年には前期高齢者（65～74歳）と同程度の人

口規模になっている 

図表 15：上越市の老年人口（65 歳以上）の推移 
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(出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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（２） 社会動態 －転出超過が続いている－ 

• 社会動態をみると、社会や経済状況によって変動はあるものの、転出超過傾向が続い

ている。 

• 特に、職業を理由に東京圏を中心とする県外への転出超過の傾向が続いており、若者

においてその傾向は顕著である。このような動きは、上越市だけでなく東京圏と地方

圏の間で起きており、平成 10 年以降、東京再一極集中の動きが強まっている。 

• このことは、上越市から東京圏などへ地域を担う人材や知力が流出し、それらの人々

を育てるために行ってきた様々な投資も失っていることを意味する。人口減少社会に

おいて、上越市の人口流出を加速させないためには、他とは違う上越市らしさを打ち

出し、これによって産業の活性化と雇用の創出を図るなど、人口流出を防ぐと同時に

新たな人材の誘致を可能にする政策によって、独自の発展を図る必要がある。 
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◆昭和46（1971）年～平成17（2005）年の上越市の社会動態をみると、社会や経済状況による変動がある

ものの、転出超過傾向が続いている 

図表 16：上越市の社会動態（県内と県外） 
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(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆上越市の転入・転出者数は平成7（1995）年～平成17（2005）年の10年間は横ばい傾向だが、転出超過

傾向が続いている。 

図表 17：上越市の転入・転出者の推移 
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(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（平成7年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆昭和 54（1979）年～平成 17（2005）年における上越市の社会動態の理由をみると、「職業」による影響が

大きい。また、「学業」による転出超過が続いている 

図表 18：上越市の理由別社会動態の推移 
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（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和54年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆昭和 54（1979）年～平成 17（2005）年の上越市の社会動態を年齢別にみると、15～19 歳の転出超過が

続いている 

◆また平成10（1998）年以降、20～24歳の転出超過傾向が続いている 

図表 19：上越市の年齢別社会動態の推移 
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（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和54年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成

（人） 計
0～14歳
15～19
20～24
25～29
30～34
35～44
45～54
55～64
65～

15～19歳
転出超過が続いている

20～24歳
平成10年以降転出超過が続
いている

 



 

 - 15 - 

◆昭和54（1979）年～平成17（2005）年の上越市の15～19歳の社会動態の理由をみると、昭和62（1987）

年以降は職業より学業を理由に移動する人が多くなった 

図表 20：上越市の 15～19 歳の社会動態 
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(出所)新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和 54年～平成 17 年）に基づき上越市創造行政研究所作成 

 

◆昭和54（1979）年～平成17（2005）年の上越市の20～24歳の社会動態を理由別にみると、職業を理由に

移動する人が多く、他の世代に比べて平成10（1998）年以降転出超過の傾向がみられる 

図表 21：上越市の 20～24 歳の社会動態 
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(出所)新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和 54年～平成 17 年）に基づき上越市創造行政研究所作成 
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◆昭和51（1976）年～平成17（2005）年までの上越市と県外間の社会動態をみると、東京圏（東京都、埼玉

県、千葉県、神奈川県）への転出超過がもっとも多い。バブル経済が崩壊した後の平成 5（1993）年～平

成 9（1997）年には上越市からの転出が緩和した。しかしそれ以降は、東京圏への転出超過が再び続い

ている 

図表 22：上越市と県外間の社会動態 
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(出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和51年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆昭和46（1971）年～平成17（2005）年までの全国の人口動態をみると、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県）と上越市も含む地方圏の間で人口が流動。平成10（1998）年以降、東京一極集中の傾向が再

び強まっている 

図表 23：東京圏、地方圏、上越市の社会動態 
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（注１）東京圏：東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県、地方圏：3大都市圏（東京圏、名古屋圏（岐阜県・愛知県・三重県）、関西圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県））以外
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（出所）東京圏・地方圏：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（昭和46年～平成17年）、国土交通省「国土審議会計画部会第11回資料」(平成18年8月)、
　　　上越市：新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和46年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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（３） 人口減少の影響 －地域を支える人材基盤を弱体化し、地域経済の衰退を懸念－ 

• 以上のような自然動態や社会動態の結果、上越市は次世代を担う「年少人口」や社会

の活力維持や労働力の面で重要とされる「生産年齢人口」が減少し、地域を支える人

材基盤が弱まっている。 

• この結果、地域経済の衰退が懸念される。特に上越市は全国と同様に第三次産業の比

重が高まっており、産業のソフト化により求められる労働力の質も変化すると考えら

れる。新たな産業を支える人材を安定的に確保するとともに、産業構造の変化に柔軟

に対応できる人材育成が重要課題となる。 

• 上越市は歴史的に豊かな地域資源や地の利をいかし、人材を育成することで発展して

きた。今後は、そうした歴史をふまえ、労働力人口の確保や高度な人材の育成によっ

て地域の発展の基盤を強化することが重要課題となる。 

• これまでの上越市の自然動態や社会動態の傾向をもとに推計された将来の人口は、平

成 17(2005)年～平成 27(2015)年の 10 年間で、約 5 千人～1 万 1 千人が減少すると推

計されている。 

 

 

 

◆昭和55（1980）年～平成17（2005）年の上越市の人口構造の推移をみると、次世代を担う「年少人口」や

社会の活力維持や労働力を確保する上で重要とされる「生産年齢人口」が減少し、地域を支える人材基

盤の弱体化が懸念される 

図表 24：上越市の生産年齢人口（15～64 歳）の推移 
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（出所）総務省「国勢調査」（昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆上越市の平成12（2000）年～平成17（2005）年の5 年間の労働力人口の減少率は、総人口の減少率を

上回る。他方で完全失業者は年々 増加し、平成17年には約5千人となっている 

◆全国の労働力人口は、平成 7（1995）年以降減少が続き、日本全体で人材の安定的な確保が重要課題

になっている 

図表 25：上越市の労働力人口の推移 
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折線グラフ　赤：労働力人口（15歳以上の就業者と完全失業者）、桃：総人口
棒グラフ　緑：就業者、青：完全失業者
(出所）総務省「国勢調査」（昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成  

図表 26：全国の労働力人口の推移 

61,505,973
62,977,96064,141,544

61,681,642
58,357,232

55,811,309

65,399,68566,097,81667,017,987
63,595,339

60,390,551
57,231,120

117,060,396
121,048,923

123,611,167 125,570,246 126,925,843 127,767,994

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

昭和55年(1980） 昭和60年(1985) 平成2年(1990) 平成7年(1995) 平成12年(2000） 平成17年(2005)

総人口
(人）

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

労働力人口及び就業者
(人)

0

労働力人口

総人口

就業者数

～～

1,419,811

2,033,319
1,913,697

2,876,443
3,119,856

3,893,712

完全失業者

折線グラフ　赤：労働力人口（15歳以上の就業者と完全失業者）、桃：総人口
棒グラフ　緑：就業者、青：完全失業者
(出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成  
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◆昭和60（1985）年～平成17（2005）年の産業別従業者割合の推移をみると、全国的に第三次産業の比重

が高まっており、上越市も同様の傾向がみられる 

図表 27：上越市と全国の産業別就業者割合の推移(第一次・第二次・第三次産業) 
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（出所）総務省「国勢調査」（昭和60年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
 

 

◆上越市は、平成12（2000）年以降サービス業（医療・福祉、教育学習支援業などを含む）の割合が急増し

た。このような産業のソフト化に伴い求められる労働力も変化している。産業のソフト化に対応した域外

産業の育成とそれを支える人材の安定的な確保が今後の産業発展のポイントになる 

図表 28：上越市と全国の主な産業別就業者割合の推移 
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（出所）総務省「国勢調査」（昭和60年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆上越市の自然動態、社会動態など過去の実績や特性を加味し推計された将来の人口は、平成 17

（2005）年～平成27（2015）年の10 年間で約5 千人（パターン④）～1 万1 千人(パターン①)が減少する

と推計されている。このうち最も人口が減少するパターン①の場合、地域経済を支えていく生産年齢人

口（15～64歳）は約1万2千人減少し、一方で老年人口（65歳以上）は6千人増加すると推計される 

図表 29：上越市の将来人口 
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手法
　コーホート要因法（人口変動要因を将来にわたり仮定して推計)
条件設定
　基準人口：総務省「国勢調査 平成17年（男女別5歳階級別人口）」、出生率：直近の合計特殊出生率平成12年1.64(A)及び平成17年1.48（B)、
　生存率：新潟県の直近の平成12年実績値、
　純移動率：新潟県「人口移動調査結果報告」東京圏一極集中傾向である直近5年間（平成13から17年)の平均値（C)と
　東京圏一極集中が緩和されていた平成5から9年の平均値（D)
推計パターン
　①・・・出生率B、純移動率C　②・・・出生率B、純移動率D　③・・・出生率A、純移動率C　④・・・出生率A、純移動率D
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（１）各地区の人口の推移 

• 人口減少や高齢化などは地区間の違いが顕著であり、地区によってはその存続にも関わ

る問題に発展する懸念もある。 

 

◆昭和 45（1970）年以降、上越市全体の人口は減少してきた。地区別にみると平成 17（2005）年では頸城

区を除く各地区で人口が減少しており、人口増減率における地区間の格差が顕著になってきている 

図表 30：各地区の人口の推移 
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(出所）総務省「国勢調査」(昭和45年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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図表 31：各地区の人口の変化（昭和 50 年と比較したときの減少率） 
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(出所）総務省「国勢調査」（昭和50年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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昭和50～平成7年
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３ 各地区の人口の変化 ―各地区の人口増減と構造の変化により地区間の差が拡大― 
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（２） 市内における人口移動 －人口の奪い合い構造－ 

 

• 合併前上越市や頸城区は、長期間にわたり他地区から人口が流入しており、これら以外

の地区は人口流出が続いてきた。しかし最近 5年間の特徴として、板倉区・清里区・三

和区では合併前に行ってきた住宅造成事業等の定住促進政策により、合併前上越市から

の人口の流入が起きている。 

• 合併して一つの市となった今、このような市内における人口動態を特定の地区の問題と

してではなく、市全体の問題としてとらえる必要がある。 
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◆昭和55（1980）年～平成16（2004）年の地区別人口動態の25年間累積をみると、合併前上越市、柿崎区、

大潟区は県外へ多く転出超過し、安塚区、牧区、吉川区などは、市内の他地区へ多く転出超過してい

る。 

図表 32：上越市の社会動態 （昭和 55（1980）年～平成 16（2004）年の 25年間の累積） 
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（注）「計」には「県外」・「県外」以外に「その他」も含む
（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」(昭和55年～平成16年）に基づき上越市創造行政研究所作成

（人）

計 県外 県内 県内の内訳（上越市）

合併前上越市
上越市内からは転入超過だが、
県外にはそれ以上の人が転出

頸城区
上越市内の他地区からの移住に
よって転入超過

安塚区
上越市内の他地区への移住
によって転出超過

牧区
上越市内の他地区への移
住によって転出超過

吉川区
上越市内の他地区への移
住によって転出超過

 

 

◆昭和55（1980）年～平成16（2004）年における地区間移動の推移を見ると、合併前上越市への転入超過が

続くものの、その人数は年々 減少している。また、頸城区は平成 2（1990）年以降転入超過になり、板倉区・

清里区・三和区は平成12（2000）年～平成16（2004）年の5 年間が転入超過になるなど、合併前上越市へ

の一極集中の構造が変化しつつある 

図表 33：地区間の社会動態 （昭和 55（1980）年～平成 16（2004）年の 25年間の推移） 
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（注）合併前の旧市町村内における移動は含まない
（出所）新潟県「新潟県人口移動調査報告」（昭和55年～平成16年）に基づき上越市創造行政研究所作成

（人）

昭和55～59年（1980～1984） 昭和60～平成元年(1985～1989） 平成2～6年（1990～1994） 平成7～11年(1995～1999） 平成12～16年（2000～2004）

板倉区・清里区・三和区
H12～16年転入超過に

大潟区
H2～16年転出超過に

合併前上越市
転入超過数は年々減少
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◆昭和55（1980）年～昭和59（1984）年は13の区から合併前上越市への人口移動が集中し、昭和60（1985）年以降、合併前上越市から頸城区への移動が目立ち始めた。平成12（2000）年～平成16（2004）年には合併前上越市から隣接する頸城区・三和区・清里

区・板倉区への移動が起きている 

図表 34：上越市内における人口移動 
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（注1)合併前市町村(現行の区及び合併前上越市）間における平成12～16年(2000～2004）の転出入者（差引き人数）
（注2）各年データの対象期間は前年10月1日～当年9月30日までの1年間
（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」に基づき上越市創造行政研究所作成
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（注2）各年データの対象期間は前年10月1日～当年9月30日までの1年間
（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和55～平成16年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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（注2）各年データの対象期間は前年10月1日～当年9月30日までの1年間
（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和55～59年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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（出所）新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（平成7～11年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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◆合併前上越市から人口が流入している頸城区・三和区・清里区・板倉区は比較的大規模な住宅造成事
業を行ってきた 
◆このような合併前の各市町村において行われてきた住宅造成事業等により、地区間の人口移動が起き
ている 
◆住宅造成により人口が増加することの評価と、住宅造成により市域全体の人口が減少する中で市街地
拡大が生じることの評価は別である。市域全体のあるべき姿を十分に検討し、住宅政策、人口政策を考え
る必要がある 

 
図表 35：昭和 60（1985）年度～平成 16（2004）年度における合併前の町村による住宅造成事業  
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(注）民間、土地区画整備組合による開発は含まない。
　　　複数年にわたる事業については、開始年度に合わせて表示
(出所）上越市地域振興課資料（平成18年11月）に基づき
　　　　上越市創造行政研究所作成
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（３） 各地区の人口の構造の変化 －人口の減少と高齢化－ 
 

• 産業構造の変化や生活の快適性志向を背景とした移動などにより市内各地区の人口がこ
の 30 年間で大きく変化した。また、市全体の人口減少割合を上回る勢いで、中山間地区
や中心市街地の人口減少が起きており、高齢化の進行も著しい。さらに、一世帯あたり人
員の数も減少しており、地域の担い手不足による地域コミュニティの維持などが課題とな
っている。 
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◆平成7（1995）年～平成17（2005）年の10年間で頸城区や合併前上越市は人口が増加したが、その他の
地区では減少している。特に大島区、牧区、安塚区の人口減少は著しく、約3割の人口が減少している 

図表 36：平成 7（1995）年～平成 17（2005）年における各地区の人口増減 
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（出所）総務省「国勢調査」（平成 7年・平成 17年）に基づき上越市創造行政研究所作成 

 
 
 
 
◆平成7（1995）年～平成17（2005）年の10年間に各地区の年齢構造は大きく変化した。 
◆この10 年間に人口減少の著しい安塚区、大島区、牧区では生産年齢人口（15～64 歳）の割合が5 ポイ

ント以上減少し、平成17年には52%以下となった。同区の老年人口（65歳以上）の割合は8ポイント以上
増加し、平成17年には36%以上となり、地域を支えていく人材の確保が課題となっている 

 
 
図表 37：平成 7（1995）年・平成 17（2005）年における上越市の地区別年少人口（0～14歳）割合 
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（注）総人口には年齢不詳を含まない
（出所）総務省「国勢調査」（平成7年・平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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図表 38：平成 7（1995）年・平成 17（2005）年における上越市の地区別生産年齢人口（15～64 歳）割合 
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図表 39：平成 7（1995）年・平成 17（2005）年における上越市の地区別老年人口（65 歳以上）割合 
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◆平成7（1995）年～平成17（2005）年の10年間における地区別高齢化率と1世帯あたり人員の変化をみ
ると、全地区で高齢化と核家族化・独り暮らし世帯の増加が起きている。そして地区間の違いが明確になっ
てきており、特に安塚区・大島区・牧区はその進行が著しく、地域を担う人材不足が懸念される 

 
図表 40：平成 7（1995）年・平成 17（2005）年における地区別の高齢化率と 1世帯あたり人員 
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（４） 合併後の新たな課題となっている地区の問題 
 

• 都市機能や商業機能の拡散など、これまで培われてきたまちづくりの秩序が変化する
中で各地区の人口増減や年齢構造も変化してきている。このような地区の問題は、合
併により広域化した上越市が抱える新たな課題である。 

• 多様化する地域課題を解決するために重要な都市内分権のあり方や、施設や土地利用
などを上越市全体の視点から都市機能を再構築するコンパクトなまちづくりを検討し
ていく上でもこれは重要なポイントである。そのため、地区それぞれの個性を明確化
し、上越市全体の魅力が発揮されるようなまちづくりを進める必要がある。 

 
 

◆ 各地区の人口の変化は、合併により広域化した上越市が抱えている新たな課題である 
 

図表 41：各地区の人口の変化のまとめ 
△増加方向 ▼減少方向 

 人口の変化 都市機能・交通ネットワークの変化 

合併前上越市の中心市街
地 
（高田地区、直江津地区） 

▼人口の流出 ▼人口の集積度や求心力の低下に
伴う公共公益施設、商業施設の流
出 

中山間地 ▼人口の流出（限界集落の
増加） 

▼人口の集積度や求心力の低下に
伴う都市機能の消失または流出 

合併前上越市の中心市街
地に隣接地区（春日・有田・
五智・金谷・新道地区など） 

△中心市街地や中山間地な
どからの人口移動 

△道路交通網の発達 
△中心市街地からの商業施設や公
共公益施設の移転及び新規立地 
▼一部商業施設については、業種
内での過当競争等による撤退も発
生 

合併前上越市に隣接する
地区（頸城・三和・清里の一
部地区） 

△中心市街地や中山間地な
どからの人口移動（近年の動
き） 

△道路交通網の発達 
△合併前上越市からの工場の移転
及び新規立地 
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◆合併前上越市においても人口が増加している地区と減少している地区がある。旧来からの中心市街地で
ある高田地区、直江津地区に隣接する春日地区、有田地区、五智地区、金谷地区、新道地区では、人口が
増加している。また、それらの地区には商業機能や公共施設の増加がみられる 

図表 42：各地区の人口の 30 年間の変化 （昭和 45（1970）年と平成 12（2000）年） 
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2千～4千人未満

(注）100人未満切捨て表示 2千人未満
(出所）総務省「国勢調査」（昭和45年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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おわりに 

 

上越市は、豊かな自然環境、歴史の中で育まれてきた風土、長い期間をかけて整備してきた交

通網、港湾、生活・教育インフラ、IT 環境などがある。こうしたまちの魅力をこれまで以上に磨

き、人口減少社会であっても、人を育み安全・安心に暮らすことができ、住み続けたいと思える

まちにしていかなければならない。その方向性は大きく分けて以下の 2つが考えられる。 

第一に、「地域の担い手を育むまちづくり」の強化を行うことである。次世代が心身ともに豊か

に育ち、郷土に愛着を持ち、将来にわたり定着できる環境を作ることで、人材の流出を防ぐこと

ができる。同時に現在は他地域に住んでいる人からも選ばれる「人材の誘致や回帰」が可能とな

ろう。そのような都市としての基礎的な土台があってこそ、今後、日本海側の中核都市としての

上越市の発展が展望できる。 

第二に、「人口減少に対応できるまちづくり」を行うこともまた重要である。人口の動きを踏ま

え、都市機能の再配置等を通じて住みよいまちへと再構築する必要がある。それによって環境負

荷が少なく高齢社会に対応したまちとなれる。また、市外から新たに人材を呼び込める魅力的な

住環境が創出できよう。 

 

以上のポイントに基づき、上越市の将来を検討する際、総人口はもとより市内の人口分布、年

齢構成などを把握し、広域化した市域の状況を踏まえながら、国策を練るような視点から戦略的

な政策立案や地域マネジメントを行うことが必要である。上越市は、市町村合併によりこのよう

なまちづくりを広域的な視点から検討・対応することが可能になったというメリットを最大限に

生かしていくことが重要である。 

 

さらに、こうしたまちづくりを実現するために、次のような国内外の社会情勢にも目配りして

いかなければならない。 

国境にとらわれない経済活動や人の交流の活発化により「21 世紀は大交流の時代」とも言われ

ている。こうした時代の潮流を踏まえると、上越市が新たな発展を遂げようとするとき、人口規
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模が縮小する国内だけでなく発展するアジア全体を市場と捉えた取組が不可欠である。 

特に上越市は複数の都市とつながる交通の結節点に位置し、国内外の巨大な物流・人流が集散

する日本海側の拠点都市としての発展の可能性を有している。上越市は中国大陸と直結する直江

津港を有するほか、太平洋と日本海側地域とを結ぶ高速交通網が整備されており、平成 23 年ごろ

に予定されている北関東自動車道の全通によって、太平洋側とを結ぶ新たなルートが開通する。

さらには平成 26 年度末に予定されている北陸新幹線の延伸によって首都圏や金沢と結ばれる。こ

うした高速交通網の整備によって、上越市は三大都市圏のどの地域とも数時間で結ばれ、昔から

交流の深い信越地方を後背地とするほか、政令指定都市となった新潟市をはじめ富山県や石川県

などの日本海側地域とも繋がるなど、生産・消費の両面において地理的に優位な地域となる。 

 

以上のことを意識しながら、上越市創造行政研究所においても引き続き、まちづくりについて

の調査研究を行い、政策提案していきたいと考えている。 
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 １ 各地区の人口の推移  
図表 43：14 の地区の自然動態と社会動態 
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(注)過疎地域：「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき合併前に過疎地域に指定されていた地域、(出所)新潟県「新潟県人口移動調査結果報告」（昭和46年～平成16年）に基づき上越市創造行政研究所作成 
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図表 44-1：14 の地区の年齢構成の変化（5歳階級別） 
 

　(注）過疎地域：「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき合併前に過疎地域に指定されていた地域、（出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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図表 44-2：14 の地区の年齢構成の変化（5歳階級別） 

　(注）過疎地域：「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき合併前に過疎地域に指定されていた地域、（出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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図表 44-3：14 の地区の年齢構成の変化（5歳階級別） 

　　　(注）過疎地域：「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき合併前に過疎地域に指定されていた地域、（出所）総務省「国勢調査」(昭和55年～平成17年）に基づき上越市創造行政研究所作成
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